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1. はじめに

スハル ト政権の下で推し進められた第 1次25カ年長期開発計画 (PJPT I,

1969/70-93/94年)におけるインドネシア開発は,地域間,部門 (農工)

間,都市 ･農村間,社会階層間,民族間に大きな格差をもたらした｡このうち

の地域間格差の問題 とは,大きくは,ジャワおよびその周辺諸島からなる西部

インドネシア (IBB)とそれ以外の外島からなる東部インドネシア (IBT)と

の経済格差を指す｡東部インドネシアとは,第 1図のごとく,ロンボク海峡か

らジャワ海を経て南シナ海に至る線より東に位置するスラウェシ,カリマンタ

ン,ヌサ ･トゥンガラ,マルク,イリアン ･ジャヤからなる地域の総称であり,

全国27州のうち13州がここに含まれる｡この地域間格差の問題は,すでに第

2次開発5カ年計画 (1974/75-79/80年)の時期から顕在化しつつあったが,

｢東部インドネシア開発｣(1)として開発の主要課題に位置づけられたのは
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第 1図 インドネシア全図

1990年代の初めのことである｡

周知のとおり,PJPT Iの開発では,ジャワ島を中心 とする西部インドネシ

ア地域の工業化が推進されてきた｡従って,東部インドネシア地域の開発は,

石油 ･鉱物資源を持たない地方の場合,農業,林業,漁業,観光などの部門に

重点が置かれてきた｡この開発は,端的にいえば,ジャワ島を工場 とし外島を

農場にするものといえる｡こうした開発の二極化の傾向は,つぎの事実に端的

に表現されている｡すなわち,スハル ト前大統領は1997年3月初めにスマ ト

ラのランボン州で開催された米の収穫祭に出席し,式典に参列した多くの農民

を前に ｢ジャワ島では農地が減少しており,インドネシアの米生産は外島の低

湿地で行う他ない｣と強 く訴えかけた(2)｡しかしながら,一方でジャワ島の

工業化,都市化にともなう農地の無秩序な転用を野放しにしたまま,ジャワ農

業の柱である米やサ トウキビの生産を外島へシフトさせる開発のあり方は,多

くの問題をはらむものといわざるを得ない｡例えば,ジャワ島への一極集中を

いっそう加速させ,地域間格差をさらに拡大する結果を招 く恐れがあることは,

決して否定できない｡現在,インドネシアの開発において東部インドネシア開

発が注目される背景は,およそ以上の様である｡

この東部インドネシア開発において重要な位置を占めてきた農業開発は,先
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の前大統領の言葉にも示されるように,食料増産の課鹿に対応して進められて

きた｡そのため,河川藤池やため池港概,低湿地での水田開発などの開発事業

が行われてきた(3).このうち,河川濯概開発の代表的な事例である事業につ

いて,筆者は実態調査を行う機会を得た｡日本の経済協力を得て南スラウェシ

州ソツペン県において実施されたランケメ澄渡開発である｡

そこで,本稿では,東部インドネシアにおける農業開発の事例研究として,

第 1に当該開発事業が対象地域の農業にもたらした効果,第2に濯概農業の持

続的発展の鍵を握る濯概施設の維持管理問題について,実態分析を行うことに

する｡最後に,これらの結果を踏まえて,濯概開発地区において展開している

稲作農業の特質を摘出することにしたい｡

実態分析に移る前に,まず,東部インドネシア地域の農業および農業開発の

動向を略述し,その後に調査地の概要を述べることにする｡

高谷(4)によれば,東南アジアの伝統的な農業形態は,作物 と耕地の種類

(水田,常畑,短期休閑畑,焼畑)との組合せに基づいて9耕作区に分類され

る (第 1表)｡それによると,東部インドネシアの伝統的な農業形態は,西か

ら雑穀短期休閑畑区,サゴ区,イモ ･稲区,イモ区の臓に分布していることに

なる｡けれども,この耕作区とその地理的分布域を重ね合わせると,耕作区で

は西部インドネシアの水田 ･常畑区に属するものの,地理的分布域では東部イ

ンドネシアに属する地域の存在がみてとれる｡それが南スラウェシである｡

つぎに,東部インドネシア農業開発の主要動向である｡これについては,イ

ンドネシア全体の農業開発(5)と同様,濯概農業にきわめて大きな比重がおか

れてきたことが指摘できる｡例えば,インドネシアの開発に大きく関与してき

た日本の経済協力の中で,東部インドネシアにおける農業関連の開発事業をみ

ると,1980-95年の期間の有償資金協力9案件のすべてが濯慨開発であり,

その供与限度額の合計はおよそ372億円に達している(6)｡以上のことから,

分析対象事例は,東部インドネシアでは例外的に稲作農業の伝統を有する地域

における港概開発であることがわかる｡

調査対象のランケメ濯概開発地区は,南スラウェシ州の州都ウジュンパンダ
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第 1表 東南アジアの伝統的農業形態とその分布

耕 作 区 分 布 域 主要作物の組合せ

(大陸部)陸稲 .雑穀焼畑区 大陸部山地の比較的低標高地 焼灼陸稲,雑穀

水稲卓越区 大陸部平原,デルタ 水稲

温帯作物区(西半島島嘆部 1))陸稲焼畑区 大陸部山地の北縁 陸稲, トウモロコシ,温帯作物

マレー半島,スマ トラ,カリマンタン西部ジャワ,バリ,南スラウエシ3) 焼畑陸稲, トウモロコシ

水田 .常畑区(東半島島峡部2))雑穀短期休閑畑区 水稲, トウモロコシ,キャッサバ

東西ヌサ.トウンガラ,フィリピン中央部カリマンタン東部,中スラウエシ,北スラウエシマルク諸島ハルマヘラ東北部,フィリピン東岸イリアン.ジヤヤ 雑穀, トウモロコシ

サゴ区イモ .稲区 サゴヤシ,イモ,雑穀,棉イモ,陸稲,雑穀

資料 :高谷好一 『東南アジアの自然と土地利用』(1985年,勤草書房),22-36頁に基づ

いて筆者作成.

注. 1)西部インドネシアを含む地域である.

2)東部インドネシアを含む地域である.

3)調査地を含む地域である.

ンから,北へ130キロメートルの距離に位置する (第2図)｡同地区は,ソッ

ペン県の県都ワタンソツペンの南東部の一角を占め,ランケメ川,セロ川など

の流域の標高20-200メー トルの扇状地に拡がっている｡地区全体の農地面積

は1万 5,000-タタール余 りで,その中の約3分の2が水田である｡このスラ

ウェシ南部地域は,オランダ植民地期から米の移出地として知られ,東部イン

ドネシアの穀倉と呼ぶことができる｡ちなみに,1996年の南スラウェシ州の

米生産量は約400万 トン (籾米)で,全国の米生産量の8%に相当する(7)｡

以下の分析で用いる資料は,主として現地調査において筆者が収集したもの

である(8)｡
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第 2図 ランケメ藤池開発地区

127



128 農業総合研究 第 53巻第 2号

注(1)東部インドネシア開発については, ドロジャトウン･クンチ ョロヤクティ,ヌズ

ル ･アフヤル ｢インドネシア東部の開発問題｣(モハメド･アルシャド･アンワ-ル,

尾村敬二編 『インドネシアにおける地方開発』,アジア経済研究所,1994年)が概説

を行っており,参考になる｡

(2)JakartaPost,March,8,1997.

(3) インドネシアの外島の開発においては,移住政策 (transmigrasi)や森林 ･低湿地

の開発を無視することができないが,これは本稿で取 り上げる東部インドネシア農業

開発の枠組みを超える問題であり,別途の検討を要する課題である｡

(4)高谷好一 『東南アジアの自然と土地利用』(勤草書房,1985年),22-36頁｡

(5) インドネシアの農業開発において濯慨開発が大きな比重を占めてきたことについて,

詳しくは水野正己 ｢インドネシアの濯概開発における政府と農民｣(『農業総合研究』

第 47巻第4号,平成 5年,1-65頁)を参照されたい｡

(6)通商産業省 『平成 8年度版 経済協力の現状 と問題点』(1998年),193-205頁｡

(7)CentralBureauofStatistics,BINUS-TPHONLINE,1999,Table4.13,により

算出した｡

(8) この現地調査は,1997年2月26日から3月8日までの期間,ランケメ港慨開発事

業の事後評価調査として行われた｡本稿のとりまとめにおいては,現地調査を通じて

得られた第一次資料のはかに,各種の統計資料および現地調査に先立って国際協力事

業団および海外経済協力基金によって行われた二つの調査報告書 (Questionnaireon

theLangkemeIrrigationProject,Nov.1996,およびPostEvaluationStudyon

theLangkemeIrrigationProject,Feb.1997,である｡本稿では,この前者を質問調

奄,後者をサンプル調査とそれぞれ略記する)を参考にした｡

2.ランケメ澄渡開発手業

(1) 潅漉事業の意義

ランケメ濯概開発事業は,南スラウェシ州ソッペン県の7,291ヘクタール

(当初計画では6,400ヘクタールとされていたが,その後の現地からの要請に

より受益面積が拡大された)の水田を対象に,雨期の稲作収量の向上,乾期の

稲作生産の拡大,濯概農業の導入による土地利用度の上昇,作物生産の多様化,

農業支援制度の強化を主な狙いとして,技術濯概システムの建設および既存の
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濯概システムの改良を行うものである｡

この事業計画は,およそ以下のような経過を経て現在に至っている｡まず発

端は,1980年3月に策定された南スラウェシ州中部水資源総合開発計画マス

タープランに潮る｡同マスタープランは九つの潅概開発計画を提示し,その中

でランケメ滞概開発計画を最優先事業のひとつとした｡これを受けて,ランケ

メ濯慨開発計画フィジビリティ･スタディが1980年7月～81年3月にかけて

実施された｡その後,1982年4月に海外経済協力基金のローンによって詳細

設計調査が行われ,85年 12月に同じく同基金のローンによってランケメ濯概

事業が実施された(1)｡建設工事は1989年3月に着手 され,1995年 1月に完

成をみている｡

では一体,ランケメ濯概地区を含む南スラウェシ州の漕概開発が企図され,

その実施について計画段階から日本に援助要請が行われた1970年代後半のイ

ンドネシアの食料事情はどのようであったのだろうか｡当時,インドネシアは

まだ米の輸入依存を脱することが困難であり,食料 (なんかんずく米の)増産

が開発政策において最優先課題のひとつとされていた｡ちなみに,1975-77

年の3カ年をとってみると,木の年平均輸入量は132万Z,000トン,金額にし

て4億8,480万米ドルに達していた｡これは,全輸入額に占める割合で11.7

%,消費財輸入額に占める割合では実に53.9%に相当する額である｡これら

のことを考慮すれば,当時,米の国内増産の政治的,経済的重要性を疑う余地

はほとんどなかったといえる｡

その後,10数年を経た現在の経済環境 とその変化の傾向からすれば,南ス

ラウェシ州における濯概開発事業はどのような意義を有しているといえるだろ

うか｡これを明らかにするため,インドネシアにおける米需給の現状をみてお

くことにする｡まず第 1に,1984年に独立後はじめて米の国内自給が達成 さ

れたことを想起する必要があろう｡それ以降,構造調整政策に伴う増産刺激的

政策の後退 も手伝って,米生産の経済的インセンティブの低下 (例えば,｢米

は儲からなくなった｣という声がジャワ島の農村部でも耳にされるようになっ

た｡)がみられるようになった｡しかしながら,第2に,その後の米の国内生
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産は,気象条件の変動による不安定性を克服し得ない状態にある｡事実,1985

年以降,米輸入を全 く必要としなかった年はほとんどないといってよい｡特に,

1990年以降は,潜在的な食料生産力にもかかわらず,米を含む食料輸入はむ

しろ増加している(2)｡第 3に,国民ひとり当たりの所得の上昇に伴 う米消費

量の減少が将来的には見込まれるものの,人口の絶対的な増加 (人口増加率そ

れ自身は年 1%台に低下しているが)を考慮すれば,当面は年間50万 トンの

割合で米の国内需要が増加するとされる｡第 4に,1991年には,GDP (国内

総生産)に占める工業部門の比率が農業部門の比率を上回る,いわゆる農工逆

転が生じたことに象徴されるように,ジャワ島を中心に,農業部門から非農業

部門への資源移動が急速に生じている｡このため,農地の無秩序な転用やかい

廃の進行,水資源をめぐる農工間の競合 (農業用水,工業用水,生活用水の利

用配分問題,工場排水による水質汚染の問題など),部分的にではあるが農業

部門における労働力不足の発生など,従来はあまり予想もされなかった問題が

みられるようになっている｡

これらの諸点を総合的に考え合わせると,外島における食料生産の振興が今

後の重要課題 として取 り上げられるようになるとみられる｡このことは,つぎ

のような事情に裏打ちされている｡第 1に,米の趨勢自給 (絶対自給ではなく,

年々の生産変動による輸出入を許容しつつ,傾向として消費需要を満たす国内

生産を維持するというもの)という政策目標を達成する上で,外島における農

業生産の重要性が増すと予想されること｡第2に,ジャワ島と比較して開発の

遅れている外島の経済振興の観点から,外島における農業 ･食料生産の拡大が

期待されること｡このため,インドネシア政府は,外島,特にスラウェシの穀

倉地帯における米生産の強化を,中カリマンタン州における100万ヘクタール

開田計画と平行して推進してきたのであり,今後ともこうした方針を維持して

いくとみられる｡以上は,調査対象の濯慨開発計画に対するインドネシア政府

の基本姿勢とその経済的背景を示すものである｡
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(2) 濯漉条件の改善

ランケメ濯概開発事業の実施により,事業対象地区の一部では1992年より,

また他の地区では1994年より,そして残るすべての地区においては1995年よ

り新たな濯概システムによる水供給が周年的に行われるに至った｡事業実施以

前 (事業が行われなかった場合)と事業実施以後 (事業が行われた場合)のソ

ッペン県における濯概状況は以下のようになっている｡港概整備水準を無視し

て単純に物理的な濯概面積の増加分を算出すると,雨期作で 1,153ヘクタール,

乾期作では2,281-タタールとなる｡これは,事業実施以前の時期 と比べて,

それぞれ雨期作で 19%,乾期作では55%の増加である｡すなわち,濯概面積

増加の程度は雨期作よりも,乾期作において著しく,約3倍近い｡その結果,

乾期作濯概田の雨期作港概田に対する比率は,事業の実施によって68%から

88%へ,20ポイント増加した｡こうして,後にみるように雨期作および乾期

第2表 濯慨面積の増加
(単位 :ヘクタール,%)

濯概区分1) 雨期作 乾期作 乾期作/雨期作比率

(事業実施前)技術濯概田

半技術濯概田 3,320 2,225 67.0

非技術藩政EEl 2,818 1,928 68.4

小 計 6,138 4,153 67.7

資料 :JICA FeasibilityStudyontheLangkemeIrrigation

Project,1981,およびOECF資料.

注. 1)技術濯概とは,水配分の調整と計量を行う機能を有し,用

排水系統が分離され,濯慨効率が最も高い施設を持つ港概

を指し,通常は幹線水路から二次,三次水路を有し,二次

水路までは政府が維持管理のすべて行う.半技術潅概とは,

水配分の調整は可能だが,水量の計測は取水地点でしか行

えない施設を有する辞職を指し,濯概効率は中位である.

非技術濯概とは,簡易な施設あるいは村落が独自に建設し

た施設を有する濯概で,用排水の調整 ･計量は行い得ず,

濯概効率は最も低い.
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作ともに水稲の作付けが大きく伸びたのである (第2表)0

つぎに,雨期の水稲の後作を指すパラウイジャ (トウモロコシ,大豆,落花

生,サツマイモ,キャッサバ,ムンゴ豆)の生産動向をみることにする｡これ

は,事業実施以前と以後とで次のように大きく変化している｡すなわち,事業

実施前は, トウモロコシの作付面積が329ヘクタールでやや目立つ程度であり,

その他の作物の作付面積は微々たるものに過ぎなかった(3)｡しかしながら,

事業実施後は,乾期の濯慨条件が大きく改善されたことから,作付面積はトウ

モロコシが3,781ヘクタール,落花生が2,064ヘクタール,大豆が1,049ヘク

タールと,それぞれ驚異的な拡大をみせている｡

以上のように,濯概面積それ自身も約 14%増加していること,すべての濯

概面積が技術潅概田化したことにより,農業生産の増加が生じていることは明

白である｡次章で,それを具体的にみることにする｡

注(1) ランケメ濯概事業の総事業費は1.181億 8,000万ルピア (1円-13.4-21.5ル ピ

ア)で,このうちの 91.50/Oが日本の円借款によって賄われたo残る8.5%は,イン

ドネシア政府が行政経費として支出した部分であるO濯概受益地区の農民は, この濯

概開発事業に関 して全 く費用負担をしていない｡これまで,開発途上国において政府

(公共部門)が行う範囲の藩慨開発においては,受益者に費用負担を求めることはな

されないのが通例である｡但し,濯概施設のうち,末端澄渡水路 とそれ以下の設備に

ついては,受益農民の負担 とされるのが通例である｡

(2)特に,エルこ-ニ ヨ現象による降雨不足の影響を全面的に受けた 1997/98年の雨期

作の不振により,1998/99年度にインドネシアが未曾有の米輸入を余儀なくされてい

ることは,周知のとおりである｡

(3)落花生の作付面積は12ヘクタール,大豆のそれは僅か2ヘクタールと,いずれ も

信 じがたいほど栽培面積が少ないが,その理由は不明である｡

3.農業生産の展開

(1) 土地利用度

上記の濯概条件の改善を前提にして,事業実施以前と以後との土地利用度の
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変化をみると,実施前が159%,実施後が282%となる｡水稲作だけでみれば,

実施後は188%である｡1995/96年のソッペン県における濯概地区別の土地利

用度をみると,最高は285%,最低は189%となっている｡これとの比較でい

えば,ランケメ濯概地区は県内でも最高位の土地利用度が実現されていること

になる｡しかしながら,県濯概部の担当官によれば,ランケメ濯概地区の土地

利用度は230-240%とのことであった｡現地調査での聞き取 りの結果は,む

しろ後者の土地利用度の方がより現実に近い値であることを示している｡結局,

パラウィジャの作付面積の把握の如何が土地利用度の値を大きく左右するので

あり,水稲作については濯概条件の向上に対応した作付の増加がみられること

は間違いないと考えられる｡

(2) 農業生産の増加

1) 水 稲

本港概事業の実施前においても,水稲の二期作は行われていた｡当時の水稲

の単収 (籾米ベース,以下同様)は,雨期作でおよそ4.6トン/ヘクタール,

乾期 作 は 4.78トン/-タタールと報告されている(1)｡しかしながら,今回の

事後評価調査に先立って行われた農民のサンプル調査の結果によれば,ランケ

メ濯概地区を貫流するランケメ川の上流地区(1992年通水開始),中流地区(94

年通水開始),下流地区(95年通水開始)別の水稲単収は,事業実施前で雨期作

および乾期作の平均は第3表にみるように,それぞれ4.51トン/ヘクタール,

3.95トン/ヘクタール,5.21トン/ヘクタールであった｡また,地区全体でみ

れば,雨期作が4.25トン/ヘクタール,乾期作が4.70トン/ヘクタール,両作

期の平均は4.48トン/ヘクタールであった｡つまり,サンプル調査の結果は,

コンプリーション ･レポー トに記載されている単収 と比べて,雨期作について

はやや低 く (つまり,同レポー トの方が高い値を示している),乾期作につい

てはほぼ同一水準になっている｡

以上の単収水準を前提にすれば,この当時すでに,水稲の単収は雨期作より

も乾期作においてより高い水準が実現されていたことが知られる｡ただし,こ
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第 3表 水稲単収の増加
(削 ilJL_:トン/へクタ-/レ,0/o)

上流地区 中流地区 下流地区 全地区

(45世帯) (30世帯) (15世帯) (90世帯)

雨期作実施前 4.25 3.76 5.02 4.25

実施後 4.95 4.55 5.98 5.01

増加率 16.5 21.0 19_1 17.9

乾期作実施前 4.77 4.14 5.41 4.70

実施後 5.04 4.85 7.05(5.98)1) 5.32

増加率 5.7 17.1 30.3(10.5)1) 13.2

平 均実施前 4.51 3.95 5.21 4.48

実施後 5.00 4.70 6.52 5.17

増加率 10.9 19.0 25.1 15.4

資料:サンプル調査の結果より筆者算出.

注.1)( )内については,本文の説明参照.

れは熱帯アジアの稲作に一般的にみられる現象であり,驚 くに足 りない｡むし

ろ注目されるのは,乾雨期作ともに下流地区で最も高い単収が達成されており,

かつ上流地区がこれに続き,中流地区において単収水準が最 も低かったことで

ある｡つまり,比較的狭い範囲の地域内であるにもかかわらず,水稲の単収に

最高30%を上回る格差が存在していたのである｡

さて,こうした単収水準が事業実施後の1996年には,上流地区では5.00ト

ン/ヘクタール,中流地区では4.70トン/ヘクタール,下流地区では6.52ト

ン/ヘクタール,全地区合わせて5.17トン/ヘクタールに増加 している｡増加

割合でみれば,それぞれ 11%,19%,25%,全体では15%の伸びとなって

いる｡これを乾雨期別にみると,雨期作では5トン/ヘクタール,乾期作では

5.32トン/ヘクタールとなっている｡これは,当該事業計画の目標単収のそれ

ぞれ83.5%および89%に相当する｡

さらに,流域区分別にみると,つぎのようになる｡上流地区では,雨期作が
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実施前の4.25トン/ヘクタールから実施後の4.95トン/ヘクタールへ,16.5

%の増加 となっている｡これは,全地区の平均的な単収増加傾向にはばみあう

ものである｡乾期作については,4.77トン/ヘクタールから5.7%増の5.04

トン/-クタールにとどまっている｡このように,乾期作の単収増加割合が全

地区のそれの半分以下でしかない理由は,今回の調査では明らかにしえなかっ

た｡サンプル調査の結果の限りでは,肥料の投入水準が上流地区において特に

低いという事実はない｡

中流地区では,雨期作については,実施前が3.75トン/ヘクタールと三地区

の中で最も低かったが,実施後は4.55トン/ヘクタールまで上昇している｡増

加率でみれば21%で,全地区の中で最 も高い｡乾期作は,17%増加 して,

4.85トン/ヘクタールに達している｡この結果,中流地区は確かに単収水準が

他の地区と比べて低いが,全地区の平均に対する指数でみると事業実施後に

88から91へと上昇し,単収格差がわずかながら改善されていることがわかる｡

下流地区は,事業実施以前から最も高い単収を実現していたが,実施後はさ

らにこの傾向を伸ばし,雨期作では6トン/ヘクタール,乾期作では7トン/ヘ

クタールの水準に達している｡これは,それぞれ 19%,30%の増加率に相当

する｡この乾期作7トン/ヘクタールという数値は,ランケメ潅淑開発計画の

目標単収 (6トン/-クタール)を17%近 く上回るものである｡同計画の 『実

施調査報告書』(2)によれば,1980年当時すでに港概水の比較的豊富な地区で

は6トン/ヘクタールを超える収量が達成されていたこと,当時行われた収量

調査では9トン/ヘクタールに達する例が存在していたこと,1970-80年にか

けて実施された米集約化計画では平均収量が7トン/ヘクタール以上に達して

いたことが,それぞれ指摘 されている｡従って,乾期作で実際に7トン/ヘク

タールの単収が実現されているとみることも十分可能である｡しかしながら,

サンプル調査の対象農民の収量に関する回答を詳しくみれば,異常に高い単収

を回答している例が4件あり,その平均はおよそ9トン/ヘクタールとなって

いる｡そこで,これらを除外 して上流地区の乾期作の平均単収 を求めると

5.98トン/ヘクタ-/レ (第3表の括弧内の数値)となり,雨期作の単収 と合致
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する結果をえる｡すなわち,一部には港概事業の目標単収を大きく上回る単収

水準を実現している農民も存在しているが,こうしたいわば先進的,高単収農

民を除 く平均的な農民の間では,車乞期作,雨期作 ともに目標単収である6ト

ン/ヘクタールという水準がほぼ現実のものになっているとみられる｡下流地

区でこのように単収が高い要因としては,濯概水量が豊富なこと,分益小作制

度がひろく存在し,肥料代を地小作間で折半する慣行が行われていることから,

肥料の多投による効果の大きいことが可能性 として考えられる｡

以上のように,ランケメ漕概地区では濯概技術の向上を契機 として稲作の単

収の上昇が実現されのであるが,特にそれが幸三期の稲作について著しいことが

明らかとなった｡ところで,実現された新たな単収水準は一体どの程度高いの

だろうか｡

インドネシアの全国平均単収 (1994-97年)4.39トン/ヘクタール(3)と比

較してみれば,ランケメ港概地区の平均単収の方が17.8%高い｡つぎに,ス

ラウェシ島内ではどのようであるかをみてみよう｡島内で最も単収の高い地域

である南スラウェシ州は,米の平均単収が4.73トン/ヘクタール (1995年)

となっている｡さらに,ソッペン県については,1989年には4.34トン/-ク

タールであったが,1995年には5.47トン/-クタール (南スラウェシ州の県

別では第3位)に単収が増加 している(4)O従って,ランケメ津激地区は,州

の平均単収水準を190/.上回っているが,ソッペン県の平均単収水準を5.5%

下回る位置にあることになる｡

つぎに,以上のような事業地区全体の水稲の生産の状況を前提に水稲の総生

産量を試算してみる｡すると,事業実施後,雨期作で3万5,716トン,乾期作

で3万4,229トン,合計 6万9,945トンの籾米が生産されていることになる｡

事業が実施されなかった場合の単収を実施前の単収水準に等しいと仮定すると,

籾米生産量は雨期作が2万6,087トン,乾期作が 1万9,519トンと推定 され

る(5)｡従って,生産の増加量は雨期作が9,629トン,乾期作が1万4,710ト

ン,合計 2万4,339トン,とそれぞれ算出される｡また,籾米の農家庭先価格

を350ルピア/キログラムとし,事業が実施されなかった場合の水稲粗収益に
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対する生産費割合を25%,実施後のそれを30%,また乾雨期作で費用構成に

変化はないものと,それぞれ仮定する｡これらの条件のもとで水稲生産の増加

額を算出すると,雨期作が 19億 258万ルピア,乾期作が32億 6,237万ルピア,

合計で51億 6,495万ルピアとなる｡作付面積 1ヘクタール当たりでは雨期作

が26万 1,000ルピア,乾期作が50万 7,000ルピアの増加 となる｡これはつま

り,仮に経営面積が1ヘクタールの受益地区内の農民の場合,単純に考えて二

期作の実現により年間のフローとしての水稲純収益が76万 8,000ルピア増加

していることを示している(6)0

2) パラウイジャ

バラウイジャの生産については,現地農業関係当局に対する質問調査の回答

によれば,事業実施以前の単収水準が トウモロコシで 1.46トン/ヘクタール,

落花生で0.82トン/ヘクタール,大豆では0.96トン/ヘクタールであった｡事

業実施後のそれぞれの単収は, トウモロコシが2.79トン/-クタール,落花生

が 1.6トン/ヘクタール,大豆が 1.57トン/-クタールとなっている｡従って,

それぞれの単収増加率は,920/.,17%,63%となるOこれらの単収水準に基

づけば,パラウィジャ生産の増加量は, トウモロコシがおよそ1万 トン,落花

生が 1,972トン,大豆が 1,645トンとなる｡

3) その他の作日

本事業実施後の農業関連の生産活動については,水田などでの養魚の普及が

挙げられる｡その実態は,以下のようである｡

水田養魚はかつてから行われていたが,濯概事業の実施後,水量が豊富にな

り,養殖漁業がより盛んになった｡養魚法には,養魚地の確保 ･作 り方による

分類により,つぎの4形態がみられる｡

(a) 田植後,25日が過ぎた時点で水田に45日間ほど稚魚を放流する (こ

れは,水稲二期作の場合,年間2回の操業が可能である)0

(b) 水槽(6mx4m,深 さ1.5m)を設 け,流水で周年養魚 を行 う(1期

3-4カ月)｡

(C) 乾期に排水の悪い水田を利用して生筆を作 り,3カ月間の養魚を行う｡
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(d) 水田に養魚池を設け,停滞水で養魚を行う｡

上記の(b)は事業実施後に出現した養魚法で,濯慨受益地区の村落を含め県

内に8カ所ある｡この養魚池の建設には,KUT(農民創業貸出)による機関

金融の道が開かれている｡その他の養魚法は県内で合わせて(a)型が約400ヘ

クタール,(d)型が約 150ヘクタールほど行われており,(C)型は余 り多 くな

いという｡生産物は自家消費分を除いてすべて地元の市場に出荷されている｡

すべての養魚法にみられる特徴は,購入してきた稚魚を育成して出荷する点で

あり,採卵,ふ化などの稚魚生産はまだまったく行われていないことであるO

養魚の見通しは,食生活の向 Lを考えれば将来さらに水産蛋白質食料の需要が

増加することから明るいとみられる｡しかし,収益の増加は稚魚生産にかかっ

ている｡

注(1)JICA,FeasibilityStudyontheLangkemeIrrigationProject,ANNEX-1,1981,

p.ll-9.

(2) 国際協力事業団 『ランケメかんがい開発計画実施調査報告書 (主報告書)』(昭和

56年),39日参照｡

(3)BPS,StatistikIndonesia各年版Q

(4) ここでの水稲単収の推計は, 卜述のサンプル調査の結果による｡ また,水稲生産費

については,雨期作および乾期作 ともに.lI':均生産費制令は,StatlStik Indonesia

1990,1993年版を参考に,事業実施前 25%,実施後を3()%とそれぞれ仮定した｡

(5)BSPSS,SulalVeSiSelatanDa】amAngka1995.

(6) 本節の増産額算仙 こおいて,流域地区ごとの単収水準の格差を反映 させた場合,つ

ぎの値を得るo まず,Llll下流地区の水稲作付面積は,サンプル調査の各地区推計両

横に基づいて按JJTして求める｡これらの数値 と地区別単収 とから,後は本文と同様の

仮定で算出するOその結果,令地Ljf.の水稲の増産量は雨期作が 1万 1,128トン,乾期

作が2/j292トン (1万5,260トン,下流地区の乾期作単収を低 く仮定 した場合｡以

卜同様)となる｡また, この純増加額は,雨期作で 22億 1,534万ルピア,乾期作で

45億9,627)jルピア (33億 6,3437jルピア)であるoヘクタール当たりの純収詰増

加額は,雨期作が317jl,000ルピア,乾期作が71万4,000ルピア (52Jj3,000ル

ピア)となり,潅概開発により乾期作が可能 となったことおよびその高単収性が強 く

現れていることがわかる,
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4. 農業撞宮の実態

(1) 上流地区

1) 事例 1

事例 1の農民世帯は,男性世帯主とその息子が主として農業に従事しているO

元は2ヘクタールの濯概田を所有していたが,ランケメ濯概事業の水路の建設

のため用地買収を受け,現在は0.62ヘクタールの濯概田のみとなった｡事業

による水田買い上げ価格は1平方メー トル当たり500ルピアだった｡この買収

価格水準は,実勢水田価格の10分の 1に過ぎない｡

この濯概田ではIR64を作付している｡作付体系は,排水が悪いためパラウ

イジャ作が行えず,水稲一水稲の型である｡生産量は0.62-クタール当たり

で,一作につき籾米で6トンから6.3トンへ,300キログラム増産したという｡

この単収は,ヘクタール当たりでは10トンにも達する水準である｡この他に,

簡易濯慨田(1)が2ヘクタールあり,そこではIR64を作付けしている｡その

収量は6トン/ヘクタールという｡水稲の品種では,チリウン (Ciliwung)種

を試験的に栽培 したことがあるが,IR64の方が収量が高 く,現在はIR系品

種を採用している｡

畑を3ヘクタール所有しており,0.3ヘクタール分にはトウモロコシ,落花

生,大豆を混作し,さらにカカオを1-クタール以上,他にココヤシ,バナナ

も作付けしている｡家畜も保有しているが,牛は今では耕作用よりも,婚姻な

どの儀礼の時に重要な役割を果たすようになっている｡

この世帯の息子は,村内で農産物の取引きに従事し,米,カカオ,バナナな

どの産地仲買いを行っている｡米以外は,村内のパサール (市場)で,近県か

ら買付けに来る商人に販売する｡米は,田で収穫時に農民から買付ける｡一作

期に20トンの粗米を取引きする｡米を買付ける相手の農民は一定しているわ

けではなく,どの農民とでも取引きしている｡籾米をキロ当たり380ルピアで

仕入れ,村外の卸し売 り業者に415ルピアで売渡す｡ワタンソッペンの町場の
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業者より25ルピア高値で買い取ってくれるからだ｡籾米の輸送は運送業者に

委託する｡料金は籾米 1キログラムを60キロメー トル輸送するのに15ルピア

かかる｡売渡し先の卸し売り業者も一定していない｡民間卸売り業者も国営農

産会社(p.T.Pertanian)ち,籾米の買い取 り価格は同じだという｡この村で

は他にする仕事もないので,こうした仲買の仕事を行っているという｡

2) 事例 2

事例 2の農民は,水田0.25ヘクタールに水稲-パラウイジャー水稲の作付

体系で,農業経営を行っている｡他に畑地を0.4ヘクタール所有し,カカオを

350本植えている｡この畑ではトウモロコシも栽培している｡

現在の水稲一作の収量は籾米で1,500キログラムに達しているが,かつては

これが800キログラムだったという (すなわち,ヘクタール当たりでは,事業

実施前の3.2トンから実施後に6トンに上昇したことになる)｡また,濯慨事

業の実施以前は,乾期は水不足のため毎年はトウモロコシを作れなかったo従

って,事業実施後は米生産の費用も増えたが,それ以上に生産も増えていると

明言している｡

3) 事例 3

事例 3の農民は上流地区の村で50年来農業に従事している｡水田1ヘクタ

ールを経営するかたわら,家具製造を行い,兼業収入を得ている｡

事業実施以前の農業は,簡易漕概に依存していた｡事業実施後は,潅概施設

が恒久化したため,米の二期作ができるようになったが,この農民の田は排水

が悪 く,パラウイジャは作れない｡

家具製造業は,素材のチーク材を山から切り出してきて製材の後,製造する

場合と,材料を購入して製造する場合とがある｡これ以外にも,農作業の日雇

いにも出ているようだ｡

子供は,長子が地元で教職に就いているほか,第二,三子がマレイシア,カ

リマンタンにそれぞれ出稼ぎし,末子がウジュンパンダンで就学中という｡こ

の農民は子供の教育に熱心であり,子弟はすべて農業経営を継ぎそうにない｡

家族内に農業のやり手がいなくなれば,水田は小作に出すという｡
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(2) 中流地区

1) 事例 4

この農民は,53歳で,現在の村に居住して40年,農業には25年携わって

いる｡3人の子供の内,1人は他出し,就労している｡

相続 と購入とによって得た水田1ヘクタールを経営し,水稲 (二作)のほか,

トウモロコシおよび落花生を作付けしている｡作付体系は,1年目が水稲一落

花生一水稲,2年目に水稲- トウモロコシー水稲,3年目は再び1年目に戻る

仕組みになっている｡事業実施以前は,濯概水が不足していて,米とパラウイ

ジャをそれぞれ一作栽培すれば,後は作付けできなかった｡

さらに樹園地0.5ヘクタールを相続によって得ており,そこでは以前はトウ

モロコシを栽培していたが,現在ではカカオおよびカシューナッツを植えてい

る｡カカオは植えてから4年で収穫できる｡価格が良いので植えているという｡

他に,牛3頭,山羊20頭の家畜を所有している｡

現在の水稲の栽培法をみると,肥料 (水稲一作,ヘクタール当たり)は尿素

200キログラム,塩化カリ50キログラム,ZA50キログラム,複合肥料50キ

ログラムの計 350キログラムを投入するという｡水稲の耕起はハンドトラクタ

ーの賃桝で行っており,料金はヘクタール当たり6万ルピアとなっている｡田

植えはヘクタール当たり7人の男性の農業労働者に任せている｡賃金はひとり

につき7,000ルピアで,これに昼食をつける｡施肥は自分で行い,除草につい

ても除草剤を自分で散布している｡収穫は,すなわち収穫労働者 (自由参入)

が収穫作業を行い,収穫物を収穫労働者と農民 (経営者)との間で一定比率で

分ける制度で行っている｡この分収比率 (バオン)は1:10(-収穫労働者 :

農民)にしている｡販売用の籾米は,収穫後に田で業者に売る｡1996年はキ

ログラム当たり365ルピアだった｡従って,自家消費用のみ自家で収穫後の調

整や処理を行う｡飯米として,5人家族で1カ月につき50リットル必要とい

う (年間では,1人当たり米 101キログラムに相当する)0

2) 事例 5
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事例 5の農民は,現在の村落に住んで30年になる｡水田0.6ヘクタールお

よび樹園地 0.5-クタール (カカオとバナナを作付けしている)を経営してい

る｡この農民については,水田の観察調査を行った｡水田は濯概開発地区全体

が田越し滞概である｡畦にはトウモロコシや豆類を栽培している｡また,水田

の脇には日除け,雨宿 り,食事,昼寝などに利用する掛小屋 (bolabola)が

設けられている｡一枚の水田ごとに稲の出穂の状態にばらつきが目立つ｡これ

は,肥料の散布のしかたが一様でないために生じたものである｡肥料を農業改

良普及員の指導する半量しか散布しなかったという水田もあり,隣接する水田

の稲の成育状況との違いは歴然 としている｡

パラウイジャ作では,落花生またはトウモロコシを作付けしている｡事業後

は,港親水が多くなったので,村落で取 り決めを行い落花生を植えるようにし

ているという｡落花生は播種量 1リットル当たり1,500ルピアで青田売り (チ

バサン)し,またトウモロコシの場合は生産物をキログラム当たり350ルピア

で業者に販売する｡落花生の方が価格面で有望 という｡

事業以前は濯概水が不足していたが,今では十分ある｡かつては農地を借 り

入れることが簡単にできたが,今では用水が豊富になった結果,作付面積が増

え,小作地を借 り入れるのが困難になった｡この地域では,50:50の分益小

作制をマシマ (mashima)と呼んでいるが,この分益比率では農地を借 りら

れなくなったという｡このことは,水田小作地の需要が増加したことを窺わせ

る｡

3) 事例 6

この農民は現在の村に居住して10年,農業に従事して7年になる｡屋敷内

には,テレビのパラボラアンテナ (一基の価格は40万ルピアという)が据え

られている｡以前は町場で家具製造業に携わっていたが,結婚して妻の実家に

移 り住んだという｡

水田0.8ヘクタールを経営している｡雨期作の品種はチリウン,乾期作の場

合はIR64を選択している｡雨期には稲の病害が出るので品種を変えている｡

雨期作では,ヘクタール当たりで尿素 200キログラム,塩化カリ50キログラ
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ム,ZAIOOキログラム,除草剤8,000ルピア/リットル,薬剤 1万ルピア/リ

ットルを投 じ,田植え労働に8,000ルピア (食事付 き)･6人 日,バオン1:9

の収穫費用を費やして,5トンの収穫取り分を籾米で得ている｡これはヘクタ

ール当たりの生産量に換算すれば,約 6.9トンとなり,中流地区の単収水準 と

しては極めて高い｡乾期作については,肥料では尿素200キログラムおよび

zAIOOキログラムを投ずるだけで,他は雨期作 と同様の費用構成 となってお

り,4トンの収穫取 り分を籾米で得ている｡同様に算出すれば,ヘクタール当

たりの収量は5.6トンとなる｡

濯概事業以前は,0.8ヘクタールの同じ水田から籾米を年 1回収穫するだけ

だった (収穫後の手取 り3トン,ヘクタール当たりの単収は約4.2トン)｡以

前のパラウイジャ作はトウモロコシが多かったが,事業後は落花生を多く作付

けるようになった｡落花生は青田売りで販売する｡この落花生の青田売 りは,

港概事業後に行われるようになった販売方法だという｡

住居の北側に樹園地が0.5ヘクタールあり,カカオ,ココヤシ,バナナ,マ

ンゴを植えている｡現在カカオは5年生で,2カ月ごとに収穫できる｡ココヤ

シの実は市場で1個200ルピアで販売する｡

こうした作物栽培の他にも,ハンドトラクターを4年前に1台購入 (370万

ルピア,分割払い)して,賃耕を行っている｡耕起 と均平をヘクタール当たり

8万ルピアで請け負うのであるD各作期にハンドトラクターの割賦代金 として

40万ルピアずつを返済することになっているので,支払いは計10回,5年か

かるが,十分引き合うという｡この背景には,農業労働者世帯の減少傾向が指

摘できる｡カリマンタンやマレイシア (サラワク,半島部)へ出稼ぎに行 く者

が多くなったためという｡もちろん,この村からも出稼ぎに出ている｡こうし

たことも手伝って,農作業の適期に作業を済ませるために機械による賃耕を取

り入れるようになったという｡

(3) 下流地区

下流地区の事例農民は7-9までの3世帯であるが,かれらはいずれも厳密
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にいえばランケメ濯慨開発計画の受益対象地区の農民ではない｡しかしながら,

かれらが経営している水田は,同受益地区にまさに接しており,また事業によ

って建設された幹線水路のために濯概用水が豊富に得られるようになった地区

に該当する｡この点からみれば,事莱上,事業の受益対象地区と同様の農業面

での効果が現れていることが容易に推察される｡また,この隣接地区は,すで

にISF(水利費,詳 しくは後述される)の徴収が開始されており,ランケメ

濯概地区においても近い将来このISFの徴収が計画されていることから,参

考事例 として貴重な資料となるものと考えられる｡以上の理由により,ここで

事例 7-9の農民世帯の経営についてまとめておくことにする｡

これらの農民の経営する水田は,ランケメ濯概事業によって建設された幹線

水路の左岸に位置している｡このため,事業地区 (同水路の右岸)ではないが,

事業実施後に水量が豊富になった村といわれている｡事例 7は水田3ヘクター

ルを水稲一大豆一水稲の作付体系で耕作している｡排水が悪 く落花生は栽培し

ていない｡事例 8は水田3.5ヘクタールを,事例 9は水田3ヘクタールをそれ

ぞれ耕作している｡両者とも作付体系などは事例 7と同じである｡現在の栽培

品種はIR64で,籾米で5.7-7.0トン/-クタールの収穫を得ている｡潅漑事

業以前は,水稲一作と落花生の作付体系だったo当時の水稲収量はヘクタール

当たり2-3トン,品種は在来種だった｡

水田の経営は,3事例 とも全面積が分益小作制である｡分益比率は50:50

である｡経営費目については,耕起はハンドトラクターによる賃耕で,ヘクタ

ール当たり9万ルピアである｡田植えは日雇いで,ヘクタール当たり5人を要

する｡田植え労賃は9,000ルピア/人 ･日および昼食 と間食つき (これ らに

1,500ルピア必要)となっている｡これには女性 も参加 しにくる｡施肥 と除草

は小作側が自家労働で行う｡収穫労働の分収比率は1:10である｡収穫作業に

は誰でも参加できるという｡収穫作業が終了すれば,その場で地小作間で収穫

物を折半する｡

地主は,ワタンソッペンの町場に居住しており,収穫時に水田に赴き,取り

分を得ると,その場で米商人に売 り払い現金を持ち帰る｡96年は収穫後に圃
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場で籾米を商人に売った場合,キロ当たり350ルピアであった｡水稲生産費の

うち,肥料購入費および水利費は地小作間で折半するが,その他の費用の一切

を小作側が負担する (ただし,収穫労賃は結果的に折半したことになることに

注意)｡ちなみに,水利組合費は一作につきヘクタール当たり5,000ルピアで

あり,これとは別にISFが一作当たり11,000ルピア/ヘクタール賦課されて

いる｡

パラウイジャについては,大豆の生産は播種および除草を日雇い労働で行っ

ている｡この場合の賃金は9,000ルピアで,これにさらに昼食をつける｡大豆

は収穫後 800ルピア/キログラムで地元商人に売 り渡す｡パラウィジャ作の場

令,収益を地小作間で 1:2の比率で分ける｡

これらの分益小作農の場合,農作業は男性世帯主とその息子が行い,女性世

帯員は基本的に参加していない｡農業労働力は村内で調達している｡しかし,

農業労働力不足が生じてきている｡数年前は農業日雇労賃は5,000ルピアだっ

たが,それが7,000ルピアになり,今では,9000ルピアに上昇している｡

(4) 小 括- 潅漑開発地区の農業経営の現状-

以上にみてきた事例に基づき,ランケメ濯概開発がもたらした効果を念頭に

置いて受益地区の農業および農業経営の特徴を挙げると,以下のようになる｡

第 1に,事例農民の多くが,小規模な水田稲作に加えて,畑作およびかなり

の規模の樹木作を含めた複合的な農業経営を営んでいることが注目される｡

第2に,濯概事業による効果は,農業用水が豊富になり,土地利用度が大き

く上昇したことである｡つまり,水稲の1作目 (雨期作)は4-5月田植え,

7-8月に収穫,同じく水稲の2作目 (乾期作)は11-12月田植え,翌年 2-3

月に収穫され,その間の9-11月にパラウィジャ作が行われる｡かつては水不

足で作付けできたりできなかったりしたパラウイジャの作付けが可能 となった

ことに,効果は集約される｡実際には,パラウイジャ作は排水不良田では作付

けできないが,そうでない場合は作付けしようと思えば作付けできるようにな

ったのである｡このことは,濯概開発の後は,むしろ一枚の田ごとの排水や水
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管理が問題化する傾向にあることを示唆している｡

第3に,稲作を中心に新しい栽培技術の普及 ･浸透が指摘できる｡水稲の品

種は,多い順に1作目はチ リウン,IR64,ムンベラモ (Memberamo),2

作目はムンベラモ,IR64,チリウンとなっている｡稲作の作業過程は1作目

も2作目も変わりない｡桝起作業は,かつては畜力桝だったが,今では主とし

てハンドトラクターの賃耕に依存している｡田植えは,請け負わせるかまたは

日雇い労働で行われる｡施肥は田植え後,2回に分けて行われるが,その際の

施肥量は農業改良普及員が指導 ･助言する施肥量そのままであり,実際に農民

がそれだけの量の肥料を水田に均等に散布しているかどうかは疑問である｡水

稲の収穫作業は,伝統的な自由参入方式の収穫労働制 (分収比率は1:9-10)

で行われる｡なお,田植え労働や収穫労働には,男女ともに参加する｡このよ

うに,新品種 と化学肥料および トラクター賃桝が,現段階での稲作技術の変化

を代表している｡以上の稲作生産過程において注目しなければならない点は,

稲作における主要な労働過程は農民 (経質者)自身や家族労働ではなく,雇用

労働に依存していること,およびジャワ稲作村におけると同様の収穫制度の存

在である｡

第 4に,以上の多収技術の普及により,いずれの事例も水稲の単収の増加が

かなり顕著にみられることである｡それは,前節で述べた地区全体の単収水準

を上回るほどである｡

第5に,ランケメ濯概地区内の農業経営の地域差に改めて驚かざるを得ない

ことである｡特に,流域間および経営間での水稲の単収差,下流地区における

経営規模の大きさと同時に分益小作制度の存在が,それである｡

第6に,農民の経済活動の範囲の拡大を指摘しておく必要がある｡ランケメ

濯概地区の農民世帯の経済活動は,自己完結的な村落空間の中で営まれている

わけでは決してない｡下流地区では,県都ワタンソッペンの都市的影響をより

強 く受けており,水田の不在地主の存在および将来的には農地の転用需要の増

加の影響を無視することができない｡また,濯概受益地区では近年の農業労働

力不足を指摘する声や,それを背景とする機械による賃桝の普及,出稼ぎの増
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加,一部ではあるが若年層の農業 ･農村離れの兆しなどを考慮すれば,すでに

農民の経済生活はより大きな経済の枠組みの中に包摂されているとみなければ

ならない(2)｡これは,農業 ･農村開発計画における非農業的要素を重視する

必要性をわれわれに教えている｡

第7に,濯概事業と農地の需要,価格 との関連についてである｡すでに述べ

たように,小作地の借 り入れの困難化を指摘する声があがっているほか,津概

事業実施 の前 後 で,水 田価格 が ヘ ク タール 当た り500万 ル ピアか ら

1,500-2,000万ルピアに急上昇 している｡これは,土地生産性の上昇 ととも

に,水田に対する農外からの投資あるいは資産的保有の選好に由来するもので

ある｡今後はさらに,農地の転用の促進 (多 くの場合,無秩序な),小作層の

上昇の困難化,農業経営規模の拡大の困難化などが現実化する恐れもある｡

最後に,濯概事業の農村生活面への影響としては,農業所得が上がり,テレ

ビなどの耐久消費財,住宅の改築,教育,巡礼などさまざまな面で支出が増え

てきている｡この他,濯慨事業の効果に,地下水位の上昇とそれに伴う井戸水

の安定化を指摘する声がある｡なお,受益地区の農民の世帯では,生活用水は

屋敷地内に設けられた井戸を利用している｡井戸水のくみ上げは,電動ポンプ

が広 く用いられている｡

注(1) 簡易濯概【上目ま,第 2表の注に示した非技術港概田の一種である｡

(2) 経済発展の影響をより強 く,かっより早く受けてきた西ジャワ州の潅漑稲作村では,

農村非農業就業機会の増加を契機 とする新たな農村所得階層区分が有効性をもつに至

ったとする報告があり,ランケメ濯概地区での観察結果との関連で注目される (横山

繁樹 ｢高度経済成長 卜内ジャワ藩政村における多就業 と階層構造変容｣『農業総合研

究』第 53巻第 2号,平成 11年,51-97頁)｡

5.濯漉姐鼓と維持管理

(1) 濯漉用水の配分

ソッペン県の1996年 12月時点の濯慨面積は,技術濯概田および半技術漕概
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ソッベン･ワブヨ県

公共事業局

港概部

総務課 (庶務係,人事係,会計係,法令係)

開発課 (保全 ･水文係,作物係,濃概開発係,河川 ･湿地開発係)

管理課 (計画係,修復係,濯概管理係,水利費係,普及研修係)

末端水路課 (水利組合係,村落港概係,水利費係,普及研修係)

[]7E禦 ヲ違憲霊芝事業所

- ワジ ョ濯概分区事業所

｣南ソ ノペン慮親分区事業所*

(濯概分区以下の組織編成)*

｢庶務係

｣事業係

南 ソ ノペ ン

濯概分区

事務所

-･EI--

管理係

水利組合係

警務係

セロ港概小区事業所

パ ダンゲ港概′ト区事業所

ラモゴ港概小区事業所

ラランゲ瀧概小区事業所

アカペン鹿概小区事業所**

(濯概′J､区以Tの組織編成)料

｢ 濯概ブロック- 農民
;(フロック長)

｢濯概プロ ノク- 農民
:(プロ ノク長)

(フロック長)

(プロ ノク数は組合ごとに異なる｡)

第 3図 ソッペン･ワジョ県公共事業局濯概部の組織編成
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田が 1万5,685ヘクタールとされている｡従って,この内の45.6%までがラ

ンケメ濯概開発地区に含まれることになる｡当該濯概事業の工事終了後,幹線

水路から末端水路までの施設の維持管理は,ソッペン ･ワジョ県公共事業局濯

慨部 (cabangDPUPengairan)に移管されている｡この県濯概部は,公共

事業省水資源総局および南スラウェシ州公共事業局藩慨部の下位に位置する潅

概官僚組織の中で,地方中核的な機能を有している｡ただし,行政区としての

県の区域と濯概管轄区とは必ずしも一致していない｡同部の下に,濯慨分区事

業所 (RantingDPUP)がいくつか置かれている｡この場合 も,行政区とし

ての郡の区域と必ずしも一致していない｡それはともかくとして,この滞概分

区は,その下に,濯概小区 (SubRanting)および水利組合 (p3A)を持つ｡

その概要は第3図に示したとおりである｡

ランケメ濯概地区は,濯概施設の維持管理との関連でいえば,南ソッペン濯

概分区事務所の管轄区域に入る｡濯概小区のレベルの会合が毎月10日および

25日の月2回もたれる｡これを受けて,濯慨分区のレベルの会合が毎月27日

にもたれる｡さらにこれを受けて,県濯概部のレベルの会合が毎月28日また

は 29日 に もた れ る｡ そ の 上 の レベ ル の 会 合 は翌 月 の 3日 に 開 か れ るO これ ら

の会合を通じて,濯概末端の問題点や用水の要求をくみ上げることになってい

るという (が,しかし実際はどうか不明な点が多い)0

事業地区では,濯慨水の供給は,全地区を4区分し,順次給水していく方式

が採 られている｡例えば,雨期作では,第 1区は4月1-15日,第 2区は同

16-30日,第3区は5月1-15日,第4区は同16-30日に給水される｡米の

二作目についても,同様に期間をずらして給水される｡濯親水を供給する区の

順序は,固定されており,年ごとにローテーションすることは行われていない｡

こうした給水の実際は,南ソッペン濯慨分区事務所の管内に配置されている取

水堰監視係 13人,および分水口監視係34人,合計47人の水門操作員によっ

て担われている｡この操作員には,農民の子弟が雇用されている｡
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(2) 溝漉施設の維持管理

事業地区の濯慨施設の維持管理については,県公共事業局濯概部が幹線水路

および二次水路に対して責任を有している｡そのため,濯概面積 100ヘクター

ル当た り1人の割合で人員が配置 されている｡これはタイの王立濯親局

(RID)の要員配置水準 と同程度であるという(1)｡しかし,こうしたピラミ

ッド型の組織は作られたものの,実際の運営状況は不明な点が多く,現地調査

によってもこの点はなお十分解明されたとはいいがたい｡この漕概施設の維持

管理に投じられる費用は年間 1億 5,000万ルピアで,これは公共事業省から配

分される予算で賄われている｡しかしながら,効率的かつ効果的な維持管理が

実施されているようにはみうけられない｡ひとつは,施設維持管理用の機材や

道具頬はほとんどないに等しいこと.ふたつには,濯概受益地区を巡回するた

めの交通手段も不足しており,水門操作の迅速な履行が懸念されることである｡

人員は配置されているが,それに見合った活動に乏しいことを指摘せざるを得

ない｡

ここで,現地調査期間中に遭遇した,土砂崩れの修復への対応という具体例

を取 り上げ,県濯概部による濯慨施設の維持管理の実態を検討してみることに

する｡この災害は,1997年 1月19日(2)に大雨のため土砂崩れが発生し,ラ

ンケメ川 ヒ流部に設けられたジュパン取水堰から引水する水路が3個所で埋ま

り,現地調査時においてもなお通水不能になっているものである｡県港慨部の

当局者によると,土砂崩れはそれぞれ70m,40m,60m の幅で発生 した｡

現地調査時点では,同部は年度末で予算の手当てが不可能なため,手の施 しよ

うがないことから,次年度予算に修復のための費用5億ルピアを要求すること

にしているとい う ｡修復工事の計画によれば,土石の撤去に2週間を要すると

見込んでいる｡土才iで埋もれた水路部分はコンクリー トで蓋をするほか,水路

に沿って盛 り土をし,平行する管理用道路の保護を行う｡これにより,土砂崩

れの再発防止を図るという｡また,上流部に通じる作業管理用道路のアスファ

ル ト舗装を行う計画である｡現状では,降雨でさらに土砂崩れが起こる恐れも

ある｡しかしながら,調査時点での稲作については,降雨量が多 く,農業用水
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の確保は問題になっていなかった｡これはつまり,降雨量の如何によっては必

ずしも取水堰に頼らなくとも,濯概用水が十分に入手可能であるという皮肉な

事実を物語っている｡

以上の経過を踏まえると,まず第 1に,予算当局の決定の如何によっては,

修復に要する費用が全く見込めない事態もあることを想定せざるを得ない(3)0

第2に,予算制度上,予備費が計上されていないことが指摘できる｡第3に,

県や州当局のレベルで独自の何らかの対応が可能か否か全 く検討されていない

こと｡第4に,地元濯概当局者レベルで可能な対応策が全 く検討されていない

こと｡以上のすべては,地方の濯慨当局者の中央依存体質の強さを想起させる

に十分である｡これは,県濯概当局以下のレベルにおける濯慨維持管理の現状

を典型的に示しているように思われる｡また,濯概開発計画の内に,必要な資

機材や交通運輸手段を確保して日常的な最低限の維持管理に備える発想が本来

的に欠落している点も,着通し得ない｡

(3) 水利組合

末端の濯概水路の維持管理については,水利組合が担うこととされている｡

事業地区では,計画実施以前においてすでに村落レベルの簡易濯盲既が存在して

いて,それにみあった濯概組織が形成されていた｡こうした伝統的な水利組織

は,事業実施に伴って再編され,末端水路を共通にする農民を成員とする新し

い水利組合 (p3A)が形成されている｡この組織化に際しては,県濯概当局

の担当者が村々を巡回し,農民と会合を持ち,組合設立を指導したという｡そ

して,1992年にパイロット的に2組合が組織され,以後,94年に52組合,95

年に54組合,合計 108組合が設立された｡これらの水利組合に対 して,県知

事は設立の認可を与えている｡濯概開発事業の実施に伴い,こうした水利組織

がいわば上から再編組織されたのである｡ランケメ濯概地区の場合は稲作への

依存度が高 く,農民の組織化は容易であったといわれている｡この水利組合に

は関係する農民世帯か ら1名が加入 してお り,全組合の成員を合わせると

7,800人に上る｡組織化に要する費用は,濯概事業の費用で賄われた｡三次水
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路を1単位に水利組合が組織されたが,ふたつの三次水路がひとまとめにされ

た場合もある｡このように,水利組合は水路を単位に形成されており,農業普

及の組織であるクロンポック･タニ (klompoktani)のように村落を基礎に

した組織とは異なる点に注意する必要がある｡すなわち,農業生産をめぐって,

それぞれ社会的基盤を異にした農民の組織化が行われていることになる｡

水利組合は,複数の最末端の潅概ブロック (この代表がブロック長)で構成

される｡ブロックの数は,濯概面積の大小によって異なる｡水利組合は総会を

最高意思決定機関とし,組合長のほか,書記,会計,水番 (マンデルワィ,ジ

ャワ農村でウルウルと呼ばれる水利役人に相当する),ブロック長 といった役

員を擁している｡組合長は組合員の直接選挙で選ばれることが多い｡総会は,

水稲の作付け前と収穫後 (二作目の作付け前を兼ねる)の2回開催される｡水

利組合の総会の議題は,作付体系や作付品種の選定である｡水番の任務は,級

合員である農民の用水の要求を水門操作員に伝達し,交渉し,水の配分を受け

ることとされている｡

水利組合の運営は,水利組合費によって賄われる｡水利組合費は,50%を

末端港き既施設の維持管理に,残りを総会費,事務経費,役員手当てに充当する

ことが基本になっている｡すでに述べたように,この水利組合費 (現金が主,

しかし籾米の現物で徴収している組合もある)は組合ごとにまちまちである｡

ちなみに, ヒ流地区では濯概面積 1ヘクタールに対して5,900ルピア/作期と

なっている｡中流地区の平均はヘクタール当たり1万2,00ルピア/作期 とな

っている｡ 下流地区は同じくヘクタール当たり1万4,700ルピア/作期 となっ

ている｡こうした水利組合費のばらつきの最大の要因は,維持管理作業の仕方,

および水番やブロック長など水配分に奔走する組合役員の任務の多寡とその報

酬に対する評価の仕方にある｡組合費以外に,水利組合は一般に末端水路の補

修作業のため,組合員に年間1-2日の共同出役を求める｡これに参加するこ

とは組合員の義務だ,と明言する農民もいる｡

用水量は水利組合を通じて L位の濯概当局に要求していく｡作付作業に先立

って,水利組合と濯慨当局 とで作付体系を協議する｡用水の給水計画は,県濯
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概部,村落協同組合 (KUD),インドネシア国民銀行支店,県農業部が協議し

て決定することになっている｡しかしながら,事莱上,用水の配水計画は濯概

区ごとに固定的に定められており,個々の農民自身の営農計画を基礎にして,

積み上げられたものになっていない｡従って,用水の受け手からすれば,濯概

当局があらかじめ決定した濯概計画の中で営農計画をたてることになる｡ここ

に,現在の供給者主導型の漕概システムの特徴が端的に現れているO

ところで,これらの水利組合は,それぞれに前身となる旧水利組合の活動の

伝統を多かれ少なかれ引継いでいる｡そのため,水利組合は個々に配水および

末端水路の維持管理作業を実施している｡その一端を具体的にみることにする｡

まず,上流地区の事例 1の農民が加入している水利組合は,1994年の設立

である｡組合の名称はマッタリマ ･ワリ (MattarimaWali)という｡総員25

名で,組合員農民の漕概面積は合わせて10ヘクタールである｡水利組合の組

織は,組合長,水番,書記,会計が各1名,ブロック長 3名 (各ブロックの構

成員は,それぞれ7名,9名,9名)である｡組合費は水稲,パラウイジャの

区別なく,一作につきヘクタール当たり3,000ルピアで,収穫後に組合員から

ブ ロ ック長 を通 じて 会計 に集 め られ る｡組 合 費 の 支 出 は 50%が維 持 管 理 費,

他の50%が総会費,事務経費,役員の手当てに充当されている｡この維持管

理費の内容は,セメントなどの資材購入費であり,維持修復作業に要する労力

は組合員の共同作業 (ゴトンロヨン)によっている｡この組合の場合,組合費

だけでは賄えない修復について,費用を臨時徴収することを取 り決めている｡

これまで,特別の修復工事を行った経験が2回ある｡1回目は1995年で,水

路の漏水部分の修理であった｡この時は特別の費用を徴収せず,労力のみを提

供し合った｡2回目は1996年12月27日に起 きた土砂崩れの時で,この災害

復旧に対して組合農民から世帯当たり1,000ルピアを臨時徴収し,総額 5万ル

ピアの修復工事を行っている｡

事例 3の農民が加入している水利組合 (名称はサぺワリ,Sappewali)の場

令,設立は1994年である｡水利組合費は水稲一作当たり5,000ルピア/-クタ

ールである｡濯概事業以前の農業は,簡易濯概に依存していた｡当時は,村落



154 農業総合研究 第53巷第 2号

の長が水番を兼ねた旧水利組合 (名称はワラタシ,Walattasi,1983年設立)

による用水配分が行われていた｡水利費はヘクタール当たり粉米 30キログラ

ムだった｡当時の籾米の価格はキログラム当たり250ルピアであったから,こ

れは7,500ルピア/ヘクタールに相当する｡

中流地区の事例 4の農民の場合も,水利組合は1994年に設立されている｡

水利施設の維持管理作業は年間2回行われている｡作業は各回とも1-2日の

共同出役である｡水利組合費は水稲一作につきヘクタール当たり籾米 50キロ

グラム (キログラム当たり350ルピアとすれば,1万7,500ルピア)である｡

事例 5の農民の水利組合も1994年設立である｡この農民は,かつて水利組

合の役員 (ブロック長)を務めていたが,水門の位置が自宅から遠いので今は

役員は止めている｡水路の清掃や土手の草刈りは共同出役で行っている｡水利

組合費は水稲一作につき0.6-クタールで籾米25キログラムを払っている

(ヘクタール当たり約42キログラムに相当,350ルピア/キロで計算すれば1

万4,700ルピアになる)｡乾期に落花生を作れば,播種量 1リットルにつき,

水利組合費を100ルピア払う (ただし,収量によって徴収額が減額される)｡

水利絶命の総会は一作期に1回開かれる｡

下流地区の事例農民の場合は,既に述べたように,水利組合費は一作につき

ヘクタール当たり5,000ルピアであり,これとは別に水利費 (ISF)が一作当

たり1万 1,000ルピア/-クタール賦課されている｡後者の水利費については,

次節で述べることにする｡

以上のように,濯概事業の実施に伴って水利組合があらたに再編組織された

のであるが,水利組合費が千差万別であることから窺えるように,それぞれの

組織の活動の種類は一様であるとしても,その運営の仕方はかなり多様である

ことが知られる｡

(4) 水利責徴収間茸

事業実施以前の 1980年当時,農民は濯概用水の利用にあたり,水管理人に

対する報酬 (作物生産量の 1%程度)および濯概施設の償却費として,村落に
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対して約2,000ルピアの支払い,さらに濯概施設の維持管理作業への参加 (年

間5日位)の形で費用負担していたとされている(4)｡また,その合計は1ヘ

クタール当たり1万5,000ルピアと推計され,これは年間作物生産量の2.1%

に相当した｡

事業実施によって,濯概施設の維持管理の費用を受益者である耕作者 (調査

地の分益小作の場合は,地小作間で折半)に負担させる政策方針が採られてい

る｡これは,インドネシア政府が1987年から導入した政策であり,これまで

のところ州単位で地域を指定し実施されている｡南スラウェシ州もこれに含ま

れ,すでに一部の地区では水利費(ISF,IrrigationServiceFee,インドネシア

語ではIPAIR,ⅠuranPemakaiAir)の徴収が開始されている｡例えば,北ソ

ッペン濯概分区事業所では,水利費を一作当たり1万250-1万1,000ルピア/

ヘクタール (1993/94,94年作の場合)と定めている｡また,水利組合費につ

いても,-クタール当たり5,000ルピアと定めている｡

ところで,この制度は,政府が港概開発事業を実施 した地区を対象に,もと

もとIPEPと呼ばれる港概管理費 (一律5,000ルピア/ヘクタール/作期)の

徴収が導入されていたものを,後に稲作を対象とするIPAIRに切 り換えて徴

収することに変更され,今日に至ったものである｡現在,県濯概当局者による

と,IPAIRとしての費用を徴収しているのは対象農民全体の30%にとどまっ

ているという｡

ランケメ港概開発の受益地区に対しては,現地調査時点ではまだこの水利費

の徴収が開始されておらず,先にみたように水利組合で独自に決めた額の組合

費を徴収し,組合管轄区域内の濯概施設の維持管理にあてているのが現状であ

る｡県濯慨部によれば,現地調査時点で,水利費徴収の準備を進めているとこ

ろであって,水利組合に対して水利費徴収についての説明を行っており,次作

期から徴収を開始したい意向であった｡この徴収手続きの遅れは,水利費の金

額の決定の遅れによるという｡

現地調査において下流地区で入手した資料によれば,ランケメ濯概地区に隣

接する村落の農民はすでにこの水利費を支払っているという｡その金額は一作
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当たり1万 1,000ルピア/ヘクタールであった｡しかし,現在計画が進められ

ているワジョ県下のギリラン濯概開発計画(5)によると,同計画の港概受益地

区の水利費はヘクタール当たり年間9万6,000ルピアと見積もられており,水

稲一作当たりでは4万 8,000ルピアになる｡これを年間の農業粗収益に対する

割合でみると1%になる｡

水利費の徴収問題は,これまで政府が実施してきた濯概施設の維持管理費を

受益者に負担させようとするものであり,事実上の補助金として機能してきた

ものを廃止する内容を有する｡従って,その金額もさることながら,それ以上

に農民が水利費を負担し,主体的に維持管理を行う動機づけという面の問題が

大きいと思われる｡実際,濯概開発により水稲二期作が多くの水田で可能とな

った現在,水利費の面積当たりの金額は水稲粗収益に対して問題にならないく

らい小さい｡しかしながら,農民側からみれば,そこにはさまざまな問題が含

まれている｡以下に,その具体的内容を述べることにする｡

第 1に,徴収される水利費は,水利組合の会計から,インドネシア国民銀行

支店,地方収税事務所,県計画局を経て,県公共事業局濯概部に配分され,港

概施設のうちの末端水路までの施設の維持管理費に充当されることになってい

る｡しかしながら,これは,そのようにすることになっているというだけで,

実際にどの様な質の維持管理がなされるかは全 く不明である｡しかも,現在す

でに徴収 (が検討)されている水利費は,滞概施設の持続可能な利用を保証す

る維持管理を賄うに足る金額に達しているか否かも不明である｡このことは,

将来の費用負担の増加を予想させるに十分である｡

第 2に,受益地区の農民の濯概農業経常の展望が示されねばならないことで

ある｡農業生産の多様化がうたわれて久しいが,その実現に向けて,新しい農

業技術の導入に加えて,末端の用排水路や個々の圃場の整備が今後の重要な農

業投資を構成するものとなろう｡こうした全体的な農業経営発展の道筋の中に

濯慨維持管理の問題 も位置づけられる必要がある｡

第 3に,濯概事業の実施に伴いにわかに水利組合が形成されたことは先に述

べたとおりであるが,この組合の組織活動のレベルはまだ初期段階にあるとみ
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られる｡こうした組合の組織活動の発展が伴わない限り,持続的な濯概維持管

理は不可能であろう｡このため,県当局,濯概部,農業部による合同の研修が

水利組合農民を対象に実施されている｡1996年 4月～97年3月の期間の同研

修の予算は1,200万ルピアで,3日間の研修が年4回行われ,各水利組合から

20名ずつ参加 し,合計で56組合,1,120人に対 して指導を行ったという｡2

年間で2,240人がこれを受講 した計算になり,水利組合加入農民の約29%が

参加したことになる｡しかしながら,その研修内容は水利組合の基本に関する

ものが多 く,農業生産の主体の成長を促すにはまだほど遠いといわざるを得な

い｡

注(1) 事後評価調査団長中原氏談による｡

(2)現地での聞き取 りでは,1996年 12月27日に発生 したと語る関係者 もいるが,こ

こでの議論の中心は,土砂崩れの発生ではなく,濯概施設が修復を要する状態になっ

た場合に関係者がとった対応であるO

(3)実際,1997年後半以降の通貨 ･財政危機や,その後のイン ドネシアの経済社会情

勢からすれば,現地の港慨当局者が描いていた修復計画のシナリオが実現 している可

能性はほとんどないように推測される｡

(4) 国際協力事業臥 前掲ランケメかんがい開発,27頁O

(5) 国際協力事業団 『ギリランかんがい開発計画実施調査報告書』(平成 7年),74頁｡

6.むすび

以上,東部インドネシアの農業開発の一例である南スラウェシ州のランケメ

濯概開発を対象に,濯概開発による農業生産に対する効果,濯概農業の持続性

に関わる諸問題の分析を行った｡これによって明らかにされた点をまとめると

ともに,その結果を踏まえて,濯概開発地区において展開している稲作を中心

とする農業の特質について考察を加えることにする｡

(1) ランケメ濯慨開発計画は,当初の実施計画よりも約5年近 く遅れて工

事が完了し,1995年からは受益地区の全域で水稲二期作が安定的に行わ
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れるようになった｡その結果,現地調査を行った1997年 2月の時点では,

水稲生産は単収が乾期作と雨期作の平均で15%増加 しており,今後もな

お単収増加の余地があるとみられる｡その実現に当たっては,受益地区内

に単収水準の地域差がみられることから,きめ細かい普及活動に期待され

るところが大きい｡肥料投入の水準はヘクタール当たり300キログラムと

非常に高い水準に達していることを考慮すれば (そして,もしこの施肥量

が事実だとすれば),肥料投入の基準や方法を改良し,肥培管理を向上さ

せる必要がある｡

(2) 濯慨開発が政府の主導によって実施された結果,主要港慨施設の維持

管理および用水の配分を司る地方濯慨官僚組織 と,濯概用水の受け手とし

ての農民とが,水利組合を結節点として,ひとつのシステムを形成するに

至った｡このシステムが十分機能するか否かが,濯概農業の今後の発展の

鍵を握っている｡調査時点では,取水施設,幹線水路および二次水路は県

濯概部が維持管理の責任を負っている｡しかし,ピラミッド型の濯概官僚

組織は形成されているものの,実質的な維持管理が適切に行われているか

否かについては疑問なしとしない ｡三次水路以下の維持管理の担い手とし

て,受益農民を水路ごとに組織した水利組合が設立されている｡この水利

組合による末端施設の維持管理の内容は組合ごとにさまざまである｡主要

な濯概施設の維持管理費に充当される水利費の徴収はまだ開始されていな

い｡この徴収が円滑に進むか否かは,濯慨官僚組織 と農民との相互関係,

潅概農業の展開,水利組織の成長などに依存している｡ここで述べた諸点

は,ジャワの濯概開発においても全く同じようにみられる港慨維持管理上

の問題点である(1)｡

以上のことから導かれる濯概開発に対する政策的含意は,つぎのとおり

である｡濯慨開発計画においては,従来はともすれば施設建設が先行し,

維持管理問題や水利費徴収問題という農民の参画を前提とする制度の構築

という要素は,欠落部門であった｡維持管理に必要な資機材や交通運輸手

段の確保についても同様である｡これらの点は,従来は,濯概施設建設 ･
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修復事業に付加されるものとして消極的な位置づけしか与えられてこなか

ったソフト事業が,濯概事業のむしろ前提 として必要かつ不可欠なことを

われわれに教えている｡また,水管理を含む肥培管理が水稲単収の増加の

ために決定的な重要性を有していることから,稲作農業の発展にとって濯

概末端施設の整備 と適切な維持管理も今後の課題である(2)0

(3) ランケメ濯概開発地区で展開している稲作農業の特徴 として,以下の

点が指摘できる｡それは,同地区の稲作農業がジャワのそれに以下の3点

において著しい相同性を有していることである｡第 1に,農業経営の事例

にみるように,上流地区および中流地区の稲作は小規模な農民的経営とい

ってよい｡確かに,下流地区の土地投資の対象になった水田では,分益小

作制に基づく比較的規模の大きな稲作経営がみられる｡しかしながら,こ

うした分益小作農の場合であっても,稲作に対する姿勢をみる限り,他の

地区の農民と大きな違いはない｡第 2の特徴は,いずれの農業経営の場合

も,耕起,田植え,収穫 という稲作の主要な労働過程は雇用労働に依存し

て行われることである｡第 3に,ジャワの稲作に通底する特筆すべき点 と

して,同一の収穫労働制度が広 く存在していることが指摘できる｡ランケ

メ濯概地区では,ジャワの稲作村におけると同様,水稲の収穫は刈 り取 り

労働に自由に参加した者が経営主たる農民との間で収穫物を一定比率で分

ける制度によって行われる｡このような収穫制度が存立する背景要因のひ

とつとして,農業労働者が農村に厚 く層として滞留していることが挙げら

る｡事実,ソッペン県の農業労働者世帯数は1万318戸,農村世帯総数の

29%に達している(3)｡この収穫労働制度の 下では,稲作農民が自ら経営

する稲作の生産物として受け取るものは,あらかじめ収穫費用を差引いた

残りの籾米ということになる｡従って,農民は自己の経営地の総生産物や

単収を収穫取り分から直接的に知ることがないのである｡ここに,稲作生

産において生産よりも分配への志向性をより強 く有する ｢分配社会｣(4)

の特徴のひとつをみることができる,と筆者は考えている｡南スラウェシ

で古 くから ｢高度に発達 した定着梨耕水稲耕作｣(5)を営んできたブギス
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人の農民社会においても,ジャワの稲作村と同様の収穫制度がみられるこ

とは極めて興味深いことといわざるを得ない(6)0

ランケメ常軌開発が狙いとした稲作の集約化は,インドネシアの伝統的

農業形態に照らせば,東部インドネシアではむしろ例外的な農業開発の事

例を示すものである｡しかしながら,ジャワを中心にこれまで進められて

きたインドネシアの澄渡開発に照らせば,インドネシアの農民的な水田稲

作農業開発の-事例として捉えることができる｡従って,東部インドネシ

ア農業開発の中でも,水田稲作の永い伝統を持たないカリマンタンでの水

田開発やメサ ･トゥンガラでのため池港概開発の場合には,本稿で述べた

ような集約化の過程とは全 く異なる稲作農業の展開が予想されるが,それ

らの詳細な分析は今後に待たねばならない｡

注(1)水野,前掲論文,特に第5章を参照｡

(2) 濯概開発にともなう維持管理のあり方については,水野正己,中舘克彦,牧田りえ

｢地域社会の変化に対応した濯概事業の維持管理のあり方- インドネシア･ランケ

メ濯概事業を事例 として- ｣(海外経済協力基金 『開発援助研究』第4巻第4号,

1997年,249-270頁)を参照されたい｡

(3)DinasPertanianTanamanPangan,PropinsiSulawesiSelatan,Statistik

PertanianTanamanPanganTahun1994,UjungPandang,1995.

(4) ｢分配社会｣については,金沢夏樹 ｢ジャワ稲作農民の生産ビへ-ビア- 稲作労

働投入をどう読むか- ｣(松田藤四郎,金沢夏樹編 『ジャワ稲作の経済構造』農林

統計協会,1988年)を参照されたい｡

(5)高谷好一,前掲書,123頁｡

(6) 調査地域とジャワ稲作村とのこのような相同性の側面だけにとどまらず,相違性の

側面についても考察しなければならないが,本稿では資料の制約のため十分に論じる

ことができない｡例えば,収穫後の田で収穫物である籾米を分けた後,直ちにそれを

集荷業者に販売 ･処分してしまう下流地区の地主達の態度に,コメを商品作物として

しか捉えない ｢ギャンブラーの稲作｣(高谷好一 『コメをどう捉えるのか』,日本放送

出版協会,NHKブックス602,1990年)の特質を見出すことが可能かも知れない｡

いずれにせよ,今後の課題とせざるを得ないO
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〔付 妃〕

本稿のもとになった現地調査の実施に当たっては,調査団長の中原海外経済協力

基金技術顧問 (当時)をはじめ,同基金開発援助研究所ならびに国際協力事業団の

関係者,インドネシアの現地関係当局,港概地区の多 くの農民,そのほか数多 くの

方々のご協力を得た｡ここに記して感謝申しあげる次第である｡
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〔要 旨〕

東部インドネシア農業開発の一側面

―ランケメ灌漑開発＿

水 野 正 己

本稿は， 東部インドネシア農業開発の事例研究として南スラウェシの灌漑開発事業

を取り上げ， 農業生産に対する効果， 灌漑維持管理の現状と問題点， 濯漑開発地区で

展開している稲作農業の特質について分析を行うことを目的としている。

分析対象は， 日本の経済協力を得て南スラウェシ州ソッペン県で実施されたランケ

メ灌漑開発である。 この灌漑開発は， 7,291 ヘクタ ー ルの水田を対象に， 既存の灌漑

システムの改良を主たる目的として実施された。 1997 年 2 月の現地調査の時点では，

水稲生産は単収が 15 %増加しており， 今後もなお増加の余地があるとみられる。 ま

た， 受益地区内に単収水準の地域差がみられることから， きめ細かい普及活動に期待

されるところが大きい。 ただし， 肥料投入はヘクタ ー ル当たり300キログラムと高い

水準に達していることから， 施肥の基準や方法を改良し， 肥培管理を向上させる方策

が求められる。

灌漑農業の今後の発展の鍵を握るのは灌漑施設の適切な維持管理である。 現在のと

ころ， 取水施設， 幹線水路および二次水路は， 県灌漑部が維持管理を行うことになっ

ている。 しかし， ピラミッド型の灌漑官僚組織は形成されているものの， 実質的な維

持管理事業はこれからの課題である。 また， 受益農民を組織した水利組合は設立され

たが， 水利組合による末端施設の維持管理が的確に実施されるか否かは， 今後の組織

活動の伸長に待つところが大きい。 さらに， 水利費の徴収が検討されているが， 受益

農民による水利費負担が円滑に進むか否かは， 灌漑官僚組織と農民との相互関係， 泄

漑農業の発展， 水利組織の発展などに依存している。

ランケメ灌漑地区の稲作農業はジャワの稲作との相同性が顕著にみられ， その特徴

はつぎの3点にまとめられる。 第1に， 小規模な農民的稲作経営が基本になっている

こと。 第2に， 稲作の主要な労働過程は基本的にすべて雇用労働に依存して行われる

こと。 第3に， 水稲の収穫において， 刈り取り労働に自由参入した者が経営主たる農

民との間で収穫物を一定比率で分ける制度が広く行われていることである。 この収穫

制度は， 農業生産において分配により関心を置くジャワ稲作村の分配社会的特徴を表

現するものとされており， 南スラウェシのブギス人の農民社会においてもこうした制

度が存立していることは， 極めて興味深い。 稲作集約化を内容とするランケメ灌漑開

発は， 東部インドネシア農業開発の中では特殊な位置を占めるが， ジャワを中心に実

施されてきた稲作農業開発と多くの共通点を有することが結論される。
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[環境設定／ユーザー情報ダイアログで個人と組織の情報を入力します。]



概要



文書のアクセシビリティの完全性を損なう可能性がある問題点が検出されました。





		手動チェックが必要: 2



		手動チェックに合格: 0



		手動チェックに不合格: 0



		スキップ: 1



		合格: 13



		不合格: 16







詳細レポート





		文書





		ルール名		ステータス		説明



		アクセシビリティ権限フラグ		合格		アクセシビリティ権限フラグの設定が必要



		画像のみの PDF		合格		文書が画像のみの PDF ではない



		タグ付き PDF		不合格		文書がタグ付き PDF である



		論理的な読み上げ順序		手動チェックが必要		文書構造により論理的な読み上げ順序が決まる



		優先言語		合格		テキスト言語の指定



		タイトル		合格		文書のタイトルがタイトルバーに表示されている



		しおり		不合格		大きい文書にしおりが存在する



		色のコントラスト		手動チェックが必要		文書の色のコントラストが適切である



		ページコンテンツ





		ルール名		ステータス		説明



		タグ付きコンテンツ		不合格		すべてのページコンテンツがタグ付けされている



		タグ付き注釈		合格		すべての注釈がタグ付けされている



		タブの順序		不合格		タブの順序と構造の順序が一致している



		文字エンコーディング		合格		確実な文字エンコーディングの指定



		タグ付きマルチメディア		合格		すべてのマルチメディアオブジェクトがタグ付けされている



		画面のちらつき		合格		ページで画面のちらつきが発生しない



		スクリプト		合格		アクセシブルではないスクリプトなし



		時間制限のある応答		合格		ページが時間制限のある応答を必要としない



		ナビゲーションリンク		合格		ナビゲーションリンクが繰り返し使用されていない



		フォーム





		ルール名		ステータス		説明



		タグ付きフォームフィールド		合格		すべてのフォームフィールドがタグ付けされている



		フィールドの説明		合格		すべてのフォームフィールドに説明がある



		代替テキスト





		ルール名		ステータス		説明



		図の代替テキスト		不合格		図に代替テキストが必要



		ネストされた代替テキスト		不合格		読み上げられない代替テキスト



		コンテンツに関連付けられている		不合格		代替テキストはいくつかのコンテンツに関連付けられている必要がある



		注釈を隠している		不合格		代替テキストが注釈を隠していない



		その他の要素の代替テキスト		不合格		代替テキストが必要なその他の要素



		テーブル





		ルール名		ステータス		説明



		行		不合格		TR が Table、THead、TBody または TFoot の子である必要がある



		TH と TD		不合格		TH と TD が TR の子である必要がある



		ヘッダー		不合格		テーブルにヘッダーが必要



		規則性		不合格		テーブル内の各行の列数と各列の行数が同じである必要がある



		概要		スキップ		テーブルに概要が必要



		箇条書き





		ルール名		ステータス		説明



		箇条書き項目		不合格		LI は L の子である必要がある



		Lbl と LBody		不合格		Lbl と LBody は LI の子である必要がある



		見出し





		ルール名		ステータス		説明



		適切なネスト		不合格		適切なネスト
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